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長崎県の雇用失業情勢（平成 28 年度分）について 

 

 

 

 

 

 

 
１ 有効求人倍率は前年度比 7年連続の上昇 
 
  平成 28 年度平均の有効求人倍率は 1.14 倍となり、前年度を 0.13 ポイント上回った。 
  ○年間有効求人数は 331,627 人で、前年度比 6.9％増加し、月平均 27,636 人。 
  ○月間有効求職者数は 290,074 人で、前年度比 5.7％減少し、月平均 24,173 人。 
 
 
２ 新規求人倍率は前年度比 7年連続の上昇 
 

平成 28 年度平均の新規求人倍率は 1.60 倍となり、前年度を 0.14 ポイント上回った。 
  ○新規求人数は 123,136 人で、前年度比 4.6％増加し、月平均 10,261 人。 
  ○新規求職者数は 76,999 人で、前年度比 4.5％減少し、月平均 6,417 人。 
 
 
３ 新規求人数は前年度比で 7年連続の増加 
 
  新規求人数は 123,136 人で、前年度比 4.6％増加。 

主な産業別については、下表のとおり 
 

主な産業 新規求人数 前年度比 
建設業 ８，７１６人 ６．４％増加 
製造業 １３，２８５人 ３．８％増加 
運輸業・郵便業 ６，２８３人 ２．８％増加 
卸売業・小売業 １８，１２１人 ０．５％減少 
宿泊業・飲食サービス業 １１，６９２人 ４．５％増加 
生活関連サービス業・娯楽業 ５，１４３人 ６．４％増加 
医療・福祉 ３３，１２０人 ８．６％増加 
その他のサービス業（労働者派遣業、警備業等） １２，６２６人 １０．２％増加 
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○平成２８年度平均の有効求人倍率は１．１４倍で、前年度と比べて０．１３ポイント上昇した。 

○平成２８年度平均の新規求人倍率は１．６０倍で、前年度と比べて０．１４ポイント上昇した。 
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平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度平成24年度平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度

全国 1.47 1.08 0.79 0.93 1.11 1.32 1.53 1.69 1.86 2.08
長崎 0.93 0.83 0.70 0.81 0.98 1.07 1.16 1.29 1.46 1.60
全国 1.02 0.77 0.45 0.56 0.68 0.82 0.97 1.11 1.23 1.39
長崎 0.61 0.53 0.41 0.49 0.60 0.65 0.75 0.87 1.01 1.14

長崎県の雇用失業情勢（平成２８年度分）
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